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7 2014（平成26年）

国　税／�6月分源泉所得税の納付� 7月10日
国　税／�納期の特例を受けた源泉所得税（1月〜6月

分）の納付� 7月10日
国　税／�所得税予定納税額の減額承認申請�7月15日
国　税／�所得税予定納税額第1期分の納付� 7月31日
国　税／�5月決算法人の確定申告（法人税・消費税

等）、11月決算法人の中間申告� 7月31日
国　税／�8月、11月、2月決算法人の消費税の中間申告

（年3回の場合）� 7月31日
地方税／�固定資産税（都市計画税）第2期分の納付

� 市町村の条例で定める日
労　務／�社会保険の報酬月額算定基礎届� 7月10日
労　務／�労働保険料（概算・確定）申告書の提出・（全

期・１期分）の納付� 7月10日
労　務／�障害者・高齢者雇用状況報告� 7月15日
労　務／�労働者死傷病報告（4月〜6月分）� 7月31日

　国税の滞納により差し押さえられた財産は、
滞納国税が納付されないと公売（換価）して
滞納国税に充てられますが、事業の継続が困
難になる等一定の理由があるときは、換価が
猶予されます。従来、換価の猶予は税務署長
の職権によるもののみでしたが、来年４月か
らは滞納者の申請によるものも加えられます。

ワンポイント 滞納による差押財産の換価の猶予

7 月 の 税 務 と 労 務7月 （文月）JULY
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近
年
の
非
正
規
雇
用
労
働
者
の
増

加
や
少
子
高
齢
化
に
伴
う
働
き
手
の

減
少
な
ど
の
雇
用
情
勢
を
踏
ま
え
、

雇
用
保
険
制
度
に
お
い
て
次
の
改
正

が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　

①
〜
③
は
既
に
施
行
さ
れ
、
④
は

平
成
二
十
六
年
十
月
一
日
か
ら
施
行

さ
れ
ま
す
。

①　

育
児
休
業
給
付
の
充
実

②　

再
就
職
手
当
の
拡
充
（
就
業
促

進
定
着
手
当
）

③　

個
別
延
長
給
付
の
暫
定
措
置
を

延
長

④　

教
育
訓
練
給
付
金
の
拡
充
及
び

教
育
訓
練
支
援
給
付
金
の
創
設

　
一
　
育
児
休
業
給
付
の
充
実

改
正
内
容

　

所
定
要
件
を
満
た
し
た
雇
用
保
険

の
一
般
被
保
険
者
が
、
一
歳
注
未
満
の

子
を
養
育
す
る
た
め
に
育
児
休
業
を

取
得
し
た
場
合
、
従
来
は
休
業
開
始

前
賃
金
の
「
五
〇
％
」
相
当
額
が
支

給
さ
れ
て
い
ま
し
た
。

　

平
成
二
十
六
年
四
月
一
日
以
後
、

支
給
率
が
引
き
上
げ
ら
れ
「
六
七
％
」

と
な
り
ま
し
た
。

　

支
給
率
の
引
き
上
げ
は
育
児
休
業

を
開
始
し
て
か
ら
一
八
〇
日
目
ま
で

の
休
業
日
に
対
す
る
給
付
が
対
象
で

あ
り
、
一
八
一
日
目
か
ら
は
、
従
来

ど
お
り
五
〇
％
の
支
給
率
と
な
る
点

に
注
意
を
要
し
ま
す
。

注　
「
パ
パ
マ
マ
育
休
プ
ラ
ス
制
度（
父

母
と
も
に
育
児
休
業
を
取
得
す
る

場
合
の
休
業
取
得
可
能
期
間
の
延

長
）」
を
利
用
す
る
場
合
は
、
子
の

年
齢
が
一
歳
二
か
月
、
ま
た
、
保

育
所
が
見
つ
か
ら
な
い
と
き
等
に

は
一
歳
六
か
月
に
な
る
ま
で
の
期

間
の
う
ち
、
一
定
要
件
を
満
た
す

期
間
に
つ
い
て
育
児
休
業
給
付
金

の
支
給
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま

す
。

　
　

女
性
が
産
後
休
業
（
産
後
八
週

間
）
を
取
得
す
る
期
間
は
、「
育

児
休
業
」
に
該
当
せ
ず
、
雇
用
保

険
か
ら
育
児
休
業
給
付
は
支
給
さ

れ
ま
せ
ん
が
、
当
該
期
間
は
、
健

康
保
険
に
よ
る
出
産
手
当
金
が
支

給
さ
れ
ま
す
。

育
児
休
業
給
付
の
支
給

　

次
の
要
件
を
満
た
す
と
き
に
育
児

休
業
給
付
が
支
給
さ
れ
ま
す
。
支
給

要
件
は
従
来
ど
お
り
で
す
。

・
休
業
開
始
前
の
二
年
間
に
賃
金
支

払
基
礎
日
数
が
一
一
日
以
上
あ
る

月
（
過
去
に
基
本
手
当
の
受
給
資

格
決
定
を
受
け
た
こ
と
が
あ
る
方

に
つ
い
て
は
、
そ
の
後
の
も
の
に

限
り
ま
す
。）
が
一
二
か
月
以
上

あ
る
こ
と
。

・
育
児
休
業
を
開
始
し
た
日
か
ら
起

算
し
た
一
か
月
ご
と
の
期
間
に
、

休
業
開
始
前
の
一
か
月
当
た
り
の

賃
金
の
八
割
以
上
の
賃
金
が
支
払

わ
れ
て
い
な
い
こ
と
。

・
就
業
し
て
い
る
日
数
が
一
か
月
ご

と
の
期
間
に
つ
い
て
一
〇
日
以
下

で
あ
る
こ
と
。（
休
業
終
了
日
が

含
ま
れ
る
月
は
、
就
業
し
て
い
る

日
数
が
一
〇
日
以
下
で
あ
る
と
と

も
に
、
休
業
日
が
一
日
以
上
あ
る

こ
と
。）

支
給
額

　

休
業
中
に
会
社
か
ら
支
払
わ
れ
た

賃
金
の
有
無
に
よ
り
、
支
給
額
が
異

な
り
ま
す
。
休
業
中
の
賃
金
額
と
、

「
休
業
開
始
時
賃
金
日
額
×
支
給
日
数

（
通
常
は
三
〇
）」
と
を
比
較
し
、

・
休
業
中
の
賃
金
額
が
一
三
（
一
八
一

日
目
以
後
、
三
〇
）
％
以
下
の
と

き
→
賃
金
日
額
×
支
給
日
数
の
六

七
（
同
五
〇
）
％
相
当
額
を
支
給

・
一
三
（
同
三
〇
）
％
超
八
〇
％
未

満
の
と
き
→
賃
金
日
額
×
支
給
日

数
の
八
〇
％
相
当
額
と
、
休
業
中

に
受
け
る
賃
金
額
と
の
差
額
を
支

給
・
八
〇
％
以
上
の
と
き
→
育
児
休
業

給
付
金
は
不
支
給

と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
一
か
月
ご
と
の
支
給
額
に

は
上
限
・
下
限
が
設
け
ら
れ
て
い
ま

す
。

　

支
給
率
が
六
七
％
の
と
き
の
上
限

額
は
二
八
万
六
、〇
二
三
円
、
下
限

額
は
四
万
六
、四
三
一
円
で
す
（
支

給
率
が
五
〇
％
の
と
き
の
上
限
額
は

二
一
万
三
、四
五
〇
円
、
下
限
額
は

三
万
四
、六
五
〇
円
で
す
。）。

※
上
限
・
下
限
額
は
毎
年
八
月
一
日

に
新
た
な
額
に
改
定
さ
れ
ま
す
。

手
続
き
、
問
い
合
わ
せ
窓
口

　

事
業
所
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
公

共
職
業
安
定
所
が
窓
口
と
な
り
、
所

定
様
式
、
賃
金
台
帳
お
よ
び
出
勤
簿

等
を
提
出
し
ま
す
。

　

初
回
の
手
続
き
後
は
二
か
月
に
一

回
支
給
申
請
を
す
る
こ
と
と
な
り
ま

す
が
、
提
出
期
限
を
過
ぎ
る
と
支
給

平成 26 年度

雇
用
保
険
法
の

改
正
点
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を
受
け
ら
れ
な
く
な
る
こ
と
が
あ
り

ま
す
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

　
二
　
就
業
促
進
定
着
手
当

　

再
就
職
時
点
で
の
賃
金
低
下
が
早

期
再
就
職
を
躊
躇
さ
せ
る
一
因
に
な

る
と
考
え
ら
れ
て
い
る
こ
と
を
踏
ま

え
、早
期
再
就
職
を
更
に
促
す
た
め
、

再
就
職
手
当
が
拡
充
さ
れ
ま
し
た
。

対
象
者

　

次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
者
が

対
象
者
と
さ
れ
ま
す
。

・
再
就
職
手
当
の
支
給
を
受
け
て
い

る
・
再
就
職
の
日
か
ら
、
同
じ
事
業
主

に
六
か
月
以
上
、
雇
用
保
険
の
被

保
険
者
と
し
て
雇
用
さ
れ
て
い
る

注
・
再
就
職
後
六
か
月
間
の
賃
金
の
一

日
分
の
額
が
、
離
職
前
の
賃
金
日

額
を
下
回
る

注　

起
業
に
よ
り
再
就
職
手
当
を
受

給
し
た
場
合
は
、「
就
業
促
進
定

着
手
当
」
は
受
け
ら
れ
ま
せ
ん
。

拡
充
さ
れ
た
給
付
内
容

　

後
述
す
る
従
来
の
再
就
職
手
当
に

加
え
、
離
職
前
賃
金
と
再
就
職
後
賃

金
の
差
額
の
六
月
分
（
基
本
手
当
の

支
給
残
日
数
の
四
〇
％
相
当
額
が
上

限
）
が
一
時
金
と
し
て
支
給
さ
れ
ま

す
。

手
続
き

　

再
就
職
か
ら
お
お
む
ね
五
か
月
後

に
公
共
職
業
安
定
所
か
ら
支
給
申
請

書
が
郵
送
さ
れ
ま
す
。
再
就
職
後
六

か
月
経
過
し
た
日
の
翌
日
か
ら
二
か

月
間
が
申
請
期
間
と
な
り
ま
す
。

参
考

　

従
来
の
再
就
職
手
当
の
内
容
は
次

の
と
お
り
で
す
。

　

基
本
手
当
の
受
給
者
が
安
定
し
た

職
業
に
就
い
た
場
合
で
あ
っ
て
、
所

定
給
付
日
数
の
三
分
の
一
以
上
（
又

は
三
分
の
二
以
上
）
を
残
し
て
再
就

職
し
た
と
き
に
、
支
給
残
日
数
の
五

〇
％
（
又
は
六
〇
％
）
に
基
本
手
当

日
額
を
乗
じ
た
額
の
一
時
金
が
支
給

さ
れ
ま
す
。

　
三
　
個
別
延
長
給
付

　

失
業
中
に
受
け
る
基
本
手
当
は
、

倒
産
・
解
雇
等
に
よ
り
離
職
を
余
儀

な
く
さ
れ
た
受
給
資
格
者
（
特
定
受

給
資
格
者
）
及
び
、
有
期
労
働
契
約

が
更
新
さ
れ
な
か
っ
た
こ
と
に
よ
り

離
職
し
た
者
に
つ
い
て
は
、
平
成
二

十
五
年
度
末
ま
で
の
暫
定
措
置
と
し

て
所
定
給
付
日
数
を
延
長
（
六
〇
日
）

す
る
措
置
が
設
け
ら
れ
て
い
ま
し
た
。

　

平
成
二
十
六
年
三
月
三
十
一
日
に

公
布
さ
れ
た
改
正
に
よ
り
、
特
定
受

給
資
格
者
に
つ
い
て
は
要
件
を
厳
格

化
（
例
え
ば
、
四
十
五
歳
未
満
の
者

に
つ
い
て
は
、
離
転
職
を
余
儀
な
く

さ
れ
、
安
定
し
た
職
業
に
就
い
た
経

験
が
少
な
い
者
と
す
る
。
公
共
職
業

安
定
所
長
が
、受
給
資
格
者
の
知
識
、

技
能
、
職
業
経
験
等
を
勘
案
し
、
特

に
再
就
職
の
た
め
の
支
援
を
計
画
的

に
行
う
必
要
が
あ
る
と
認
め
た
者
と

す
る
こ
と
等
）
の
う
え
で
さ
ら
に
三

年
間
（
平
成
二
十
九
年
三
月
三
十
一

日
ま
で
）
実
施
す
る
こ
と
と
さ
れ
ま

し
た
。

　

ま
た
、
有
期
労
働
契
約
が
更
新
さ

れ
ず
に
離
職
し
た
者
に
つ
い
て
は
、

特
定
受
給
資
格
者
と
同
じ
給
付
日
数

の
基
本
手
当
を
支
給
す
る
暫
定
措
置

を
三
年
間
延
長
す
る
こ
と
と
さ
れ
ま

し
た
。

　
四
　
教
育
訓
練
給
付
金
等

　

平
成
二
十
六
年
十
月
一
日
か
ら
次

の
改
正
が
施
行
さ
れ
ま
す

◎
教
育
訓
練
給
付
金
の
拡
充

　

教
育
訓
練
給
付
（
受
講
費
用
の
二

割
を
支
給
、
給
付
上
限
一
〇
万
円
）

に
つ
い
て
、
中
長
期
的
な
キ
ャ
リ
ア

形
成
を
支
援
す
る
た
め
、
専
門
的
・

実
践
的
な
教
育
訓
練
と
し
て
厚
生
労

働
大
臣
が
指
定
す
る
講
座
を
受
け
る

場
合
に
、
拡
充
し
て
支
給
す
る
こ
と

と
さ
れ
ま
し
た
。

①　

給
付
額
を
受
講
費
用
の
四
割
に

引
き
上
げ
る
。
上
限
額
は
一
年
あ

た
り
三
二
万
円
（
給
付
期
間
は
原

則
二
年
。
資
格
に
つ
な
が
る
場
合

等
は
三
年
）。

②　

資
格
取
得
等
の
上
で
就
職
に
結

び
つ
い
た
場
合
に
は
受
講
費
用
の

二
割
を
追
加
的
に
給
付
し
、
計
六

割
を
支
給
。
上
限
額
は
一
年
あ
た

り
四
八
万
円
（
給
付
期
間
は
原
則

二
年
。
資
格
に
つ
な
が
る
場
合
等

は
最
大
三
年
）

◎
教
育
訓
練
支
援
給
付
金
の
創
設

　

四
十
五
歳
未
満
の
離
職
者
が
前
記

の
教
育
訓
練
を
受
け
て
い
る
日
の
う

ち
失
業
し
て
い
る
日
に
つ
い
て
、
離

職
前
賃
金
に
基
づ
き
算
出
し
た
額

（
基
本
手
当
の
半
額
）
を
給
付
す
る

こ
と
と
さ
れ
ま
し
た
。

　

た
だ
し
、
基
本
手
当
が
支
給
さ
れ

る
期
間
及
び
給
付
制
限
等
に
よ
り
基

本
手
当
を
支
給
し
な
い
こ
と
と
さ
れ

る
期
間
に
つ
い
て
は
、
教
育
訓
練
支

援
給
付
金
は
支
給
さ
れ
ま
せ
ん
。

　

こ
の
給
付
金
は
、
平
成
三
十
年
度

（
平
成
三
十
一
年
三
月
三
十
一
日
）

ま
で
の
暫
定
措
置
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
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Ｑ　職場の長時間労働が恒常的になってい
ます。労働者の健康保持や割増賃金の抑制
のため新たな制度を導入していきたいと考
えていますが、専門家の支援や制度導入に
対する国の助成金はありますか。

Ａ　実施費用の一部を助成する「職場意識
改善助成金」があります。

　労働時間等の設定の改善（労働時間、年
次有給休暇などの規定を、労働者の生活と
健康に配慮するとともに多様な働き方に対
応して、より良いものとしていくこと）によ
り、職場意識の向上を図る中小企業事業主
（次のいずれにも該当）に助成されます。
①　労働者災害補償保険の適用事業主
②　中小事業主（例：小売業の場合は資本
金5,000万円以下または労働者数50人
以下）に該当

③　年次有給休暇の年間平均取得日数が９
日未満、または月間平均所定外労働時間
数が10時間以上である事業主
④　所定外労働の削減や年次有給休暇の取
得促進など労働時間等の設定の改善を目
的とした職場における意識の改善、また
は労働時間管理の適正化に積極的に取り
組む意欲があり、かつ成果が期待できる
事業主
支給対象となる取組の例として、
・労務管理担当者や労働者に対する研修
・外部専門家によるコンサルティング
・就業規則・労使協定等の作成・変更
・労務管理用ソフトウェア、機器導入など
があります。
　取り組みの実施に要した経費の一部が、
目標達成状況に応じて支給（補助率は1/2
〜 3/4、上限額は53万円〜 80万円）され
ます。
　事業実施の承認期限（平成26年は10月
末日）が設けられているため、導入検討事
業主は早めに労働局にお問い合わせ下さい。

　社会保険の保険料額を算出する際に用い
る「標準報酬月額」は、毎年７月10日まで
に届出をした４月・５月・６月の３か月の
報酬月額に基づいて決定されます。
　業務の性質上、この時期が例年繁忙期（ま
たは閑散期）となり、通常月の報酬月額と
差があるときは、徴収する保険料水準や給
付の水準が、通常月の報酬により算出した
ものより高く（又は低く）なってしまうこ
とがあります。
　「４月から６月の報酬により算出した標
準報酬月額」と「年間平均で算出した標準
報酬月額」の間に２等級以上の差が生じて
いる場合は、年間平均額を用いて標準報酬
月額を算出する制度が設けられています。
　２等級以上の差が業務の性質上例年発生
することが見込まれ、年間平均による算出
について被保険者が同意しているときは、
年間平均額を用いた算定が認められます。
　手続きは年金事務所で行います。

　
間
接
差
別
（
性
別
以
外
の
事
由
を

要
件
と
し
て
不
利
益
を
与
え
る
措
置

を
、
合
理
的
な
理
由
な
く
講
じ
る
こ

と
）
は
、
男
女
雇
用
機
会
均
等
法
に

お
い
て
禁
じ
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
例
え
ば
、
業
務
上
の
必
要
性
が
な

い
に
も
か
か
わ
ら
ず
「
身
長
百
七
十

五
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
以
上
」
と
募
集

要
件
を
設
け
た
場
合
、
間
接
的
に
女

性
か
ら
の
応
募
枠
を
狭
く
す
る
こ
と

と
な
り
、間
接
差
別
に
該
当
し
ま
す
。

　
間
接
差
別
と
し
て
禁
じ
ら
れ
る
措

置
の
一
つ
が
改
正
さ
れ
、「
す
べ
て
の

労
働
者
の
募
集
・
採
用
、
昇
進
・
職

種
の
変
更
を
す
る
際
に
、
合
理
的
な

理
由
が
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
転
勤

要
件
を
つ
け
る
こ
と
」
が
禁
止
さ
れ

ま
し
た
。

　
従
来
は
、
対
象
者
が
「
総
合
職
」

に
限
定
さ
れ
て
い
ま
し
た
。
ま
た
、

昇
進
・
職
種
の
変
更
が
措
置
の
対
象

と
し
て
追
加
さ
れ
て
い
ま
す
。

職場意識改善助成金の活用

年間平均で算出した標準報酬月額男
女
雇
用
機
会
均
等
法
施
行
規
則
の
改
正
（
平
成
二
十
六
年
七
月
一
日
よ
り
）


